
内
閣
衆
質
一
六
四
第
三
〇
九
号

平
成
十
八
年
六
月
十
六
日

内
閣
総
理
大
臣

小

泉

純

一

郎

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
市
村
浩
一
郎
君
提
出
地
方
財
政
と
下
水
道
整
備
事
業
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。

平
成
十
八
年
六
月
十
六
日
受
領

答

弁

第

三

〇

九

号



衆
議
院
議
員
市
村
浩
一
郎
君
提
出
地
方
財
政
と
下
水
道
整
備
事
業
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

公
共
下
水
道
の
使
用
料
は
、
下
水
道
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
七
十
九
号
）
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同

条
第
二
項
の
原
則
に
よ
っ
て
条
例
で
定
め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
が
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全

化
に
向
け
た
取
組
に
対
し
て
、
国
と
し
て
も
積
極
的
に
助
言
等
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

地
域
ご
と
に
下
水
道
整
備
に
要
す
る
費
用
、
公
費
で
負
担
さ
れ
る
費
用
、
下
水
道
の
利
用
の
状
況
等
が
異
な
る
た
め
、
お

尋
ね
に
つ
い
て
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

こ
れ
ま
で
御
指
摘
の
新
規
事
業
採
択
時
評
価
を
実
施
し
た
下
水
道
事
業
の
総
数
は
三
百
四
か
所
で
あ
り
、
そ
の
結
果
採
択

さ
れ
な
か
っ
た
事
業
は
な
い
。

四
に
つ
い
て

下
水
道
法
第
四
条
第
一
項
及
び
第
二
十
五
条
の
三
第
一
項
の
事
業
計
画
（
以
下
「
事
業
計
画
」
と
い
う
。
）
の
認
可
は
、

一



そ
れ
ぞ
れ
同
法
第
六
条
及
び
第
二
十
五
条
の
五
に
規
定
す
る
認
可
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
審
査
し
て
行
う
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
御
指
摘
の
書
類
に
つ
い
て
は
、
事
業
計
画
の
説
明
の
た
め
に
提
出
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

五
に
つ
い
て

下
水
道
事
業
に
つ
い
て
は
、
雨
水
処
理
に
要
す
る
経
費
（
以
下
「
雨
水
分
」
と
い
う
。
）
は
公
費
で
負
担
す
べ
き
も
の
と

し
て
、
下
水
道
事
業
債
の
元
利
償
還
金
の
七
割
に
相
当
す
る
額
を
雨
水
分
と
想
定
し
、
公
営
企
業
繰
出
金
と
し
て
地
方
財
政

計
画
に
計
上
し
て
き
た
。
近
年
の
決
算
（
総
務
省
に
お
い
て
調
査
し
て
い
る
地
方
公
営
企
業
決
算
統
計
の
数
値
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
に
お
け
る
下
水
道
事
業
に
係
る
公
営
企
業
繰
出
金
は
地
方
財
政
計
画
の
計
上
額
と
ほ
ぼ
同
額
で
あ
る
が
、
雨
水

か
い

分
の
割
合
は
前
述
の
地
方
財
政
計
画
上
の
想
定
値
で
あ
る
七
割
と
乖
離
が
生
じ
て
い
た
た
め
、
平
成
十
八
年
度
の
地
方
財
政

計
画
に
お
い
て
実
態
に
沿
っ
た
計
上
と
な
る
よ
う
見
直
し
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

そ
の
結
果
、
平
成
十
八
年
度
の
地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
下
水
道
事
業
に
係
る
公
営
企
業
繰
出
金
は
前
年
度
比
五
百
八
十

四
億
円
の
減
と
な
っ
て
い
る
が
、
既
に
発
行
し
た
下
水
道
事
業
債
の
元
利
償
還
金
に
つ
い
て
は
、
従
来
と
同
等
の
地
方
財
政

措
置
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
各
地
方
公
共
団
体
の
下
水
道
事
業
の
経
営
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
に
し
て
い
る
。

二



六
に
つ
い
て

平
成
十
六
年
度
の
決
算
に
お
い
て
、
使
用
料
収
入
は
下
水
道
事
業
債
の
元
利
償
還
金
を
含
め
た
汚
水
処
理
経
費
の
約
六
割

に
相
当
す
る
金
額
と
な
っ
て
お
り
、
約
四
割
に
相
当
す
る
金
額
が
他
会
計
繰
入
金
等
と
な
っ
て
い
る
。

七
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
指
導
文
書
」
の
発
出
以
降
、
新
た
に
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
お
い
て
下
水
道
事
業
の
経
営
状
況
の
公
表
等
を
行

っ
た
地
方
公
共
団
体
が
あ
る
と
承
知
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
下
水
道
事
業
の
経
営
に
関
す
る
情
報
開
示
に
よ
り
、
下
水
道

整
備
の
必
要
性
に
つ
い
て
住
民
等
の
正
し
い
理
解
が
得
ら
れ
、
適
切
な
下
水
道
使
用
料
の
設
定
、
下
水
道
へ
の
接
続
の
徹
底

等
、
下
水
道
事
業
の
経
営
の
健
全
化
の
た
め
の
施
策
の
推
進
に
資
す
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

八
に
つ
い
て

汚
水
処
理
施
設
の
整
備
は
、
地
方
公
共
団
体
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
効
率
的
か
つ
適
正
な
整
備
手
法
を
選
定
す
べ
き
も

の
で
あ
る
。

下
水
道
の
事
業
計
画
に
定
め
ら
れ
た
予
定
処
理
区
域
内
で
あ
っ
て
も
、
下
水
道
整
備
に
相
当
の
期
間
を
要
す
る
区
域
に
お

い
て
は
、
浄
化
槽
の
設
置
等
に
要
す
る
費
用
を
助
成
す
る
事
業
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
下
水
道
の
処
理
区
域
に
お
い
て
は
、

三



都
市
の
健
全
な
発
達
等
の
下
水
道
整
備
の
目
的
を
達
成
す
る
観
点
か
ら
設
け
ら
れ
て
い
る
下
水
道
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
浄
化
槽
に
つ
い
て
も
遅
滞
な
く
下
水
道
に
接
続
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

四


